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議案第７９号 

   世田谷区地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正

する条例 

 上記の議案を提出する。 

    令和８年９月１５日 

    提出者 世田谷区長 保 坂 展 人 

 

（説明） 条例の適用区域を拡大する必要があるので、本案を提出する。
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世田谷区地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正 

する条例 

 世田谷区地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例（昭和６２年７月

世田谷区条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

別表第１の１の部に次のように加える。 

東京都市計画下高井

戸駅周辺地区地区整

備計画区域 

東京都市計画下高井戸駅周辺地区地区計画の区域

のうち、地区整備計画が定められた区域 

別表第２備考以外の部分に次のように加える。 
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東京都

市計画

下高井

戸駅周

辺地区

地区整

備計画 

商業地区 １ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に

関する法律第２条第１項第１号から第３号

まで又は同条第６項各号及び同条第９項に

該当する営業の用に供するもの 

２ 法別表第２（へ）項第３号に規定するナ

イトクラブその他これに類する政令で定め

るもの 

３ 法別表第２（へ）項第５号に規定する倉

庫業を営む倉庫 

４ 計画図３に示す１号壁面線又は２号壁面 

線に面する建築物の１階部分（１号壁面線 

及び２号壁面線に面する部分に限る。）を 

住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿及びこれら 

に附属する自動車車庫（以下この部におい 

て「住宅等」という。）の用途に供するも 

の。ただし、住宅等の用途に供する部分へ 

の出入口については、この限りでない。 

法第６８条 

の５の５第 

１項の規定 

による認定 

を受けた建 

築物の敷地 

においては、

次に掲げる 

数値（次の 

各号に掲げ 

る敷地のい 

ずれにも該 

当する敷地 

については、

第１号に定 

める数値） 

又は法第５ 

２条第１項 

第１号から 

第４号まで 

に規定する 

数値のうち 

いずれか小 

さい数値。 

 ⑴ 計画 

図３に 

示す１ 

号壁面 

線が定 

 
５０㎡。ただし、

公衆便所、巡査派

出所その他公益上

必要な建築物の場

合については、こ

の限りでない。 

建築物の外 

壁又はこれ 

に代わる柱 

の面及び当 

該建築物に 

附属する門 

又は塀の面 

の位置の制 

限について 

は、次のと 

おりとする。 

⑴ 計画 

図３に 

示すと 

おり、 

１号壁 

面線に 

ついて 

は、道 

路境界 

線から 

０．７ 

ｍ。た 

だし、 

５０㎡ 

以上の 

敷地に 

おいて 

は、地 

 １ 計画図３に示す１ 

号壁面線又は２号壁 

面線が定められてい 

る敷地（東京都市計 

画道路幹線街路放射 

第５号線に面する敷 

地を除く。）に建築 

する建築物にあって 

は、１６ｍ。ただし、 

計画図３に示す１号 

壁面線が定められて 

いる敷地（５０㎡未 

満の敷地若しくは１ 

号壁面線及び２号壁 

面線がいずれも定め 

られている敷地又は 

２号壁面線の定めら 

れた辺を２辺以上有 

する敷地で、告示日 

において１００㎡未 

満の敷地を除く。） 

で次に掲げる要件の 

全てに該当するもの 

は、敷地面積が５０ 

０㎡未満の場合は２ 

２ｍ、敷地面積が５ 

００㎡以上の場合は 

２５ｍ 

⑴ 計画図３に示す 

  軒、ひ 

さし、 

手すり、

戸袋、 

出窓、 

階段、 

からぼ 

り（ド 

ライエ 

リア） 

その他 

これら 

に類す 

るもの 

が、壁 

面の位 

置の制 

限の規 

定によ 

り建築 

物の外 

壁又は 

これに 

代わる 

柱等を 

設ける 

ことが 

できな 

いこと 
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められ 

ている 

敷地は、 

法に規 

定する 

道路の 

幅員（ 

単位を 

メート 

ルとす 

る。以 

下この 

部にお 

いて「 

道路幅 

員」と 

いう。） 

に１． 

４を加 

えて得 

た数値 

に１０ 

分の６ 

を乗じ 

て得た 

もの 

 ⑵ 計画

図３に 

示す２ 

号壁面 

盤面か 

らの高 

さが１ 

０．５ 

ｍを超 

える部 

分は、 

道路境 

界線か 

ら２ｍ 

⑵ 計画 

図３に 

示すと 

おり、 

２号壁 

面線に 

ついて 

は、道 

路境界 

線から 

０．５ 

ｍ。た 

だし、 

５０㎡ 

以上の 

敷地に 

おいて 

は、地 

盤面か 

らの高 

１号壁面線と道路 

境界線との間の土 

地の区域に接し、 

当該区域と高低差 

がないように設け 

る敷地面積の１０ 

０分の３以上の面 

積の平坦な空地（ 

天井の各部分の高 

さが２．５ｍ以上 

のピロティ等を含 

む。以下この部に 

おいて「空地」と 

いう。）を有して 

いること。 

⑵ 空地の１箇所当 

たりの大きさは奥 

行０．８ｍ以上、 

間口１．５ｍ以上 

かつ間口の長さは 

奥行の長さ以上で 

あること。 

⑶ 空地は、次のい 

ずれかに該当する 

ものとは重複しな 

いこと。 

ア 避難経路（計 

画書に示す避難 

経路をいう。以 

下この部におい 

となる 

敷地の 

部分に 

突出す 

る形状。 

ただし、

道路面 

から高 

さ２． 

５ｍ以 

上に設 

ける開 

閉可能 

なひさ 

しにつ 

いては、 

この限 

りでな 

い。 
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線が定 

められ 

ている 

敷地は、 

道路幅 

員に１ 

を加え 

て得た 

数値に 

１０分 

の６を 

乗じて 

得たも 

の 

さが１ 

０．５ 

ｍを超 

える部 

分は、 

道路境 

界線か 

ら２ｍ 

⑶ 計画 

図３に 

示すと 

おり、 

１号壁 

面線及 

び２号 

壁面線 

のいず 

れも定 

められ 

ている 

敷地で、 

告示日 

におい 

て１０ 

０㎡未 

満の敷 

地（告 

示日以 

後にお 

いて、 

て同じ。） 

イ 店舗、事務所、 

住宅等の出入口 

ウ 自動車車庫及 

び駐輪場 

２ 建築物の各部分の 

高さ（敷地の地盤面 

が北側の隣地（北側 

に前面道路がある場 

合においては、当該 

前面道路の反対側の 

隣接地）より１ｍ以 

上低い場合において 

は、当該敷地の地盤 

面を当該高低差から 

１ｍを減じたものに 

２分の１を乗じて得 

たものを加えた値だ 

け高い位置にあるも 

のとみなして算出す 

る。以下この部にお 

いて同じ。）は、当 

該部分から前面道路 

の反対側の境界線又 

は隣地境界線（北側 

の前面道路の反対側 

に水面、線路敷その 

他これらに類するも 

の（以下この部にお 

いて「水面等」とい 
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法第８ 

６条の 

９第１ 

項各号 

に定め 

る公共 

事業の 

施行等 

による 

建築物 

の敷地 

面積の 

減少に 

より、 

当該事 

業の施 

行等の 

際、現 

に建築 

物の敷 

地とし 

て使用 

されて 

いる土 

地で敷 

地面積 

が１０ 

０㎡未 

満とな 

るもの 

う。）がある場合又 

は敷地の北側の隣地 

境界線に接して水面 

等がある場合におい 

ては、当該前面道路 

の反対側の境界線又 

は当該水面等に接す 

る隣地境界線は、当 

該水面等の幅の２分 

の１外側に位置する 

線。以下この部にお 

いて同じ。）までの 

真北方向の水平距離 

が８ｍ以内の範囲に 

あっては当該水平距 

離の値に１．２５を 

乗じ１０ｍを加えた 

値、水平距離が８ｍ 

を超える範囲にあっ 

ては当該真北方向の 

水平距離から８ｍを 

減じた値に０．６を 

乗じ２０ｍを加えた 

値とする。ただし、 

計画図３に示す１号 

壁面線が定められて 

いる敷地（５０㎡未 

満の敷地又は１号壁 

面線及び２号壁面線 

がいずれも定められ 
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及び当 

該事業 

の施行 

等の際、 

現に存 

する所 

有権そ 

の他の 

権利に 

基づい 

て建築 

物の敷 

地とし 

て使用 

される 

土地で 

敷地面 

積が１ 

００㎡ 

未満と 

なるも 

のにつ 

いて、 

その全 

部を１ 

の敷地 

として 

使用す 

る場合 

を含む。 

ている敷地で、告示 

日において１００㎡ 

未満の敷地は除く。） 

で次に掲げる要件の 

全てに該当するもの 

は、この限りでない。 

⑴ 計画図３に示す 

１号壁面線と道路 

境界線との間の土 

地の区域に接し、 

空地を有している 

こと。 

⑵ 空地の１箇所当 

たりの大きさは奥 

行０．８ｍ以上、 

間口１．５ｍ以上 

かつ間口の長さは 

奥行の長さ以上で 

あること。 

⑶ 空地は次のいず 

れかに該当するも 

のとは重複しない 

こと。 

ア 避難経路 

イ 店舗、事務所、 

住宅等の出入口 

ウ 自動車車庫及 

び駐輪場 

３ 現に存する建築物 

又は現に建築、修繕 
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以下こ 

の部に 

おいて 

同じ。） 

に建築 

するも 

のは、 

２号壁 

面線に 

ついて 

は、前 

号の規 

定は適 

用せず、 

道路境 

界線か 

ら０． 

５ｍ 

⑷ 計画 

図３に 

示すと 

おり、 

２号壁 

面線が 

２辺以 

上定め 

られて 

いる敷 

地で、 

告示日 

若しくは模様替の工 

事中の建築物が当該 

規定に適合しない部 

分を有する場合にお 

いては、当該建築物 

の部分については、 

第１項及び前項本文 

の規定は、適用しな 

い。 
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におい 

て１０ 

０㎡未 

満の敷 

地に建 

築する 

ものは、 

２号壁 

面線（ 

長辺方 

向の１ 

辺に限 

る。） 

につい 

ては、 

第２号 

の規定 

は適用 

せず、 

道路境 

界線か 

ら０． 

５ｍ 

近隣商業地区 １ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に

関する法律第２条第１項第１号から第３号

まで又は同条第６項各号及び同条第９項に

該当する営業の用に供するもの 

２ 法別表第２（へ）項第３号に規定するナ

イトクラブその他これに類する政令で定め

  

 

 

 

 建築物の外 

壁又はこれ 

に代わる柱 

の面及び当 

該建築物に 

附属する門 

 

 

 

 

１ 計画図３に示す１ 

号壁面線が定められ 

ている敷地に建築す 

る建築物にあっては、 

１６ｍ。ただし、次 

に掲げる要件の全て 
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るもの 

３ 法別表第２（へ）項第５号に規定する倉

庫業を営む倉庫 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

又は塀の面 

の位置の制 

限について 

は、計画図 

３に示すと 

おり、１号 

壁面線につ 

いては道路 

境界線から 

０．７ｍ。 

ただし、５ 

０㎡以上の 

敷地におい 

ては、地盤 

面からの高 

さが１０． 

５ｍを超え 

る部分は、 

道路境界線 

から２ｍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に該当するもの（５ 

０㎡未満の敷地を除 

く。）は、１９ｍ 

⑴ 計画図３に示す 

１号壁面線と道路 

境界線との間の土 

地の区域に接し、 

空地を有している 

こと。 

⑵ 空地の１箇所当 

たりの大きさは奥 

行０．８ｍ以上、 

間口１．５ｍ以上 

かつ間口の長さは 

奥行の長さ以上で 

あること。 

⑶ 空地は次のいず 

れかに該当するも 

のとは重複しない 

こと。 

ア 避難経路 

イ 店舗、事務所、 

住宅等の出入口 

ウ 自動車車庫及 

び駐輪場 

２ 建築物の各部分の 

高さは、当該部分か 

ら前面道路の反対側 

の境界線又は隣地境 

界線までの真北方向 
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の水平距離が８ｍ以 

内の範囲にあっては 

当該水平距離の値に 

１．２５を乗じ１０ 

ｍを加えた値、水平 

距離が８ｍを超える 

範囲にあっては当該 

真北方向の水平距離 

から８ｍを減じた値 

に０．６を乗じ２０ 

ｍを加えた値とする。 

ただし、次に掲げる 

要件の全てに該当す 

るもの（５０㎡未満 

の敷地は除く。）は、 

この限りでない。 

⑴ 計画図３に示す 

１号壁面線と道路 

境界線との間の土 

地の区域に接し、 

空地を有している 

こと。 

⑵ 空地の１箇所当 

たりの大きさは奥 

行０．８ｍ以上、 

間口１．５ｍ以上 

かつ間口の長さは 

奥行の長さ以上で 

あること。 

⑶ 空地は次のいず 
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れかに該当するも 

のとは重複しない 

こと。 

ア 避難経路 

イ 店舗、事務所、 

住宅等の出入口 

ウ 自動車車庫及 

び駐輪場 

３ この規定の適用の 

際、現に存する建築 

物又は現に建築、修 

繕若しくは模様替の 

工事中の建築物が当 

該規定に適合しない 

部分を有する場合に 

おいては、当該建築 

物の部分については、 

第１項及び前項本文 

の規定は、適用しな 

い。 

 沿道商業地区     建築物の外 

壁又はこれ 

に代わる柱 

の面及び当 

該建築物に 

附属する門 

又は塀の面 

の位置の制 

限について 
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は、計画図 

３に示すと 

おり、３号 

壁面線につ 

いては道路 

境界線から 

０．５ｍ 

幹線道路沿道地区 
 

          

沿道住宅地区 法別表第２（に）項第８号に規定する用途に

供するもので、その用途に供する部分の床面

積の合計が５００㎡を超えるもの 

     １９ｍ     
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附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 


